































































































































































































































































































































































































































































































































































































　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム　　　　　　　　ム　　 　　 　 　ム　b。，b1，…，　bmの最小自乗法による推定量をb。，　b　1，…，　bmで表わすと，（ユ2）式は
（11）式から次のようになる。
　　　　ム　　　　ム　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　ム
　　　nbo十b1Σx1十b2Σx2十…十bmΣx処＝Σx
　　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム　　　ムboΣX正十b1ΣX2重十b2ΣX、X2十…bmΣX、Xm二ΣX、y
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬
　　　　　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　ムム　　　 ム
　　　boΣXm十b1ΣXmX　1十b2ΣX皿X　2十…bmΣX2皿二ΣXmy
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　け　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　エユ
　ここでΣi，ΣXIX2，ΣXiy等はそれぞれΣX、」，　ΣX、，X2j，　Σ］X、jy」等を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　j－l　　　　j－1　　　　　　j一＝L
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム　　　　ム略記したものである。（13）式は正規方程式であり，（m＋1）コの未知数b。，b1，
　　ム…，bmについての（m＋・1）コの一次連立方程式でクラメールの公式によって解くこと
ができる。
　確定変数が複数の場合，多重割線関係つまり複数の確定変数が同時に同様の変化をする
場合には従属変数への確定変数の効果をそれぞれ個別に評価することは困難になり，それ
ぞれの偏回帰係数はあまり意味をもたないことになる。多重共線関係が強力で探知可能な
時にはいつれか一方の変数が排除されねばならない。
　以上のように統計的需要分析は製品の需要規定要因の識別とそれらの需要への貢献を測
定する。需要分析により得られる需要の構造式を利用して市場の総需要や企業の売上の予
測を行なうこにができる。つまり需要規定要因の変動が分れば構造式によりそれに応ずる
需要の変動を推定することができる。しかし需要やその規定要因の観測数が過少であった
り，重要な要因が除外されていたりすると信頼できる予測は期待できない。また需要の規
定要因として考慮されているものに需要水準自体が影響する場合にもこの種の需要構造式
は予測に不適切となる。
　ところで，このような需要予測は，供給量を制御するというより，大量広告や販売促進
のための決定の基礎として利用された。消費者の必要に沿った製品開発努力を軽視し，製
品差別化，広告，販売促進，の巨大な投資が行われ，大量需要が創造された。消費者の必
要を無視したこのような単純な需要予測が無差別大量需要創造の基礎を提供したのであ
る。
　（註）（1＞H。W．　Boyed　and　R．　Westfall，　M盈6伽g　Rε58ακん（1956）PP．89～91．
　　　（2）宮沢光一，近代統計学概論（1956）PP．158～188．等参照。
（四）
　調査には情報価値の問題がある。マーケティング決定を，より多くの情報をうるまで延
期するためには費用を蒙むる。この費用には，調査費の他，収益が発生する時点を遅らせ
ることにより，将来の収益の現在価値
が減少する部分，競争企業に行動を模
倣される危険の増大による損失等が含
まれる。一般に，延期に伴う費用が大
きい時は，決定者は間違った方向の行
動を選択する危険に耐え，迅速に行動
することを望み，延期費用が低い時は
決定者は行動の方向を選択する前に情
費
用
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報整備を望む。どこまで決定を延期し，情報整備を行うかは，次の第4図で示しているよ
うに，情報不足の下で誤った決定をする損失つまり急速な進行に伴う費用と情報整備のた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
めの延期に伴う費用の総計が最低になる時点である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
　一般にこのような行動経路の選択はベイズ（Bayes）理論により定式化できる。現在の
不充分な市場情報の下で「進行」又は「中止」を決定するか，それとも情報整備を行うか
の場合についてみよう。問題は製品を新市場に導入するかどうかを決定することとしてお
く。まず，現時点で市場導入を決定した場合について，nコの売上予測Fi（i－L2，3，…，
n）が行われたとする。それぞれの売上予測について，その出現の主観的確率（事前確率）
p（Fi）が付与される。ΣFi・p（Fi）は非延期での期待売上である。市場調査により売上に
　　　　　　　　　　i
ついてmコの調査結果fi（i－1，2，3，…，　m）が得られるとしよう。真の売上がFiで，
調査結果fjを観測する確率は条件付確率P（fj／Fi）で，情報の信頼性を表わす。調査結果
fjと売上予測Fiが結合して現われる確率は結合確率でp（fj／Fi）・p（Fi）となる。Σp（fj／
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　正
Fi）p（Fi）は，周辺確率で，調査結果がfjである場合についての期待利得部分が現われる
確率である。周辺確率をP（fj）で表オっすと，Σ訳fl）一1である。いま，　fjだけの調査結
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　j
果についてみると，fjについての結合確率のみが当面関係する確率である。fjと関係する
周辺確率を1として，これを結合確率にそってF1，　F2，…，　Fnの問に分割したものは事
後確率P（Fi／fj）である。　　　・
　P（Fi／fj）は次式のようになる。
　　　　P（Fi／fj）畷翻溜ア　　　　　　　（・）
　　　　　　　　　1
　事後確率は，調査結果がfjである場合の，　F　1，　F、，　F。…，　F．の出現について付与され
る確率である。最後に，非延期の場合の売上予測，F1，　F，，　F、…，　F．について延；期され
たことにより発生する損失部分が控除されねばならない。延期の場合の潜在売上予測を，
F1ノ，　F2ノ，　F、，…，　F．’で表わす。調査結果について「停止」の場合，売上は勿論ゼロで
ある。結局，情報収集を目的として市場導入を延期する場合の期待売上ERは，次のよう
になる。各々の調査結果について「進行」の場合の売上予測に事後確率を乗じたものを合
計してえられる期待売上と「停止」の場合の期待売上ゼロと比較され，大きい方向が選択
される。このようにしてえられる各調査結果についての期待売上にそれぞれの周辺確率を
乗じたものの合計が情報収集のために市場導入が延期された場合の期待売上である。この
期待売上から市場調査費Cを控除したものが期待利得EVである。これは次式で要約され
る。
EV一§〔P（f」）ES」〕一C
　　　J耳1
（2）
　　　　　　　　　
ここで，P（fj）＝　ΣP（fj／Fi）・P（Fi）であり，　ESjはflが現われた時の期待売上であ
　　　　　　　i＝1
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る。これは，「進行」の場合の期待利得Σ一p（Fi／fj）Fi’と「停止」の場合の期待売上ゼ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
ロを比較し，大きい方が選択される。なお，
　　　　P（Fi／fj）一轟畿器）　　　　　　（3）
　　　　　　　　　i
である。
　結局，不充分な市場情報の下で，非延期で進行又は停止を決定するか，それとも決定を
延期し市場情報を整備するかの決定は，非延期の場合の進行又は停止との期待利得，更に
情報収集のため延期した場合の期待利得が比較され，最も利得の大きい行動の方向が選択
される。追加情報の収集により決定は改善されるが，一方延期の損失や調査費を蒙むるた
あ，完全な情報整備は不可能である。つまり，企業は進行決定に当ってかなりの危険に耐
える姿勢を持たねばならない。しかしむしろ重要なのは，市場導入準備を既に行っている
場合，進行の方向に向う傾向が自然強くなるが，この時でも，不利な市場情報がえられた
場合には導入停止を行う姿勢である。無理な市場導入は，広告や販売促進の強化を必要と
し，製品に対する必要度の高い市場層を越えた需要開拓が必要になり，無差別需要創造の
色彩を強くし，抵抗を生む結果を招くことになる。実際には進行を合理化する資料だけが
集められ，無理な市場開発が行われてきた。
　（註）（1）P．E．　Green，“Bayesian　Statistics　and　Product　Decisions，”B諭πθ∬Ho喰。π，
　　　　　（Fall　l962）
　　　　　B．W．　Morgan，　Aη1塒。轟。オzoπ’o　Bαyε∫伽＆α≠磁。αZ　1）θc∫5∫侃Pγoc6∬（1968）
　　　（2）Cf．，乃ガ4．　D．　B．　Montgornery　and　G．　L．　Urban，　Mαπαg8耀η’＆枷‘8∫箆！匠αr一
　　　　　んθおπg（1969）PP．327～335．
× × ×
　国内市場においても，製造企業による消費者支配が進行し，単に流通面だけでなく，製
品内容に至るまで消費者操縦の工作が行われ，消費者はほぼ完全に企業の支配下におかれ
ている。豊富な経済のもとでは，消費者に経済余力があり，このような操縦にもかなり耐
えうる基盤が確立されている。しかし，このマーケティング機構が，そのまま開発途上国
に導入されると，経済的余力がないため基本的な生活さえ圧迫し，国民的関係が悪化す
る。特定消費者層にはよく受容されている製品についても，強力な販売促進によって無差
別に消費を強制すると国民の組織的抵抗につながる。日本の企業も開発途上国の経済的厚
生や産業の発展に貢献する範囲内でマーケティング活動を行うべきであり，これを越え
て，日本国内においてさえ批判を受けている無差別な市場拡大を行うべきではない。その
ためには，東南アジア諸国での消費者の行動や慣習について研究をすすめ，各市場区分に
組み込まれる範囲でマーケティング活動を展開すべきであり，またこれで充分な利益もあ
げられるはずである。単純な予測技術を基礎にして需要を推定し，これに大量供給を行う
ことは，あまりにも消費者の必要や国民的利益を無視するものである。当然，必要度の高
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い部分市場に供給するためには，市場調査が必要になるが，そこでは情報価値を考えた調
査が行われるべきであり，単に大量市場の創造を合理化するための資料や消費者操縦のた
めの資料の収集に終ってはならない。むしろ，供給する市場を限定するための資料，市場
への進出を躊躇させるための資料に価値がみいだされねばならない。無差別な市場拡大
は，長期的にみて企業の活動基盤を破壊するだけでなく，流通への巨大な投資と市場浸透
のために必須となる低価格政策は，利潤率の低下をもたらし，必ずしも有利な方策とはい
えない。日本企業の東南アジア市場における現地生産の増加とともに，日本国内で行って
いる無差別な市場拡大をそのまま持込み，東南アジア諸国の経済や生活を破壊に導びく可
能性が多分にある。このような市場行動は，国際関係を悪化させるばかりでなく，企業に
とっても直接利益にならないことを日本の企業に認識させることが極めて重要になりつつ
ある。
　本来，先進国の企業の発展途上国における活動は，必要物を供給するだけでなく，生産
やマーケティングの技術のトランスファーを促進し，経済発展に貢献する基盤をもつもの
であるが，無差別な市場拡大は，この貢献を遙に越え，収奪化してしまうのである。これ
からマーケティングに対する偏見が生れ，経済発展や消費者の経済的厚生へのマーケティ
ングの役割が正当に評価されないことになる。日本の国内市場においても；コンシューマ
リズムの拡大とともに，消費者の自主的な選択行動を尊重する政策へ転換することによ
り，新しい利益機会が現われ始あている。コンシューマリズムは，それに対し事前に適応
を行う企業にとっては，新しい市場機会であり，あくまでコンシューマリズムに対抗し，
消費者操縦の思想を変えない企業にとっては，コンシューマリズムは脅威となる。東南ア
ジア市場における日本企業に対する組織的抵抗も，それに対し迅速な適応や補正を行う企
業にとっては，それはむしろ新しい市場機会でさえありうることにも注目したい。
